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2017 年 12 月 4 日 

一般社団法人中部経済連合会 

 

経済調査月報（2017 年 12 月） 
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Ⅰ 概況 

 １．全体感 

 当地域の景気は、改善している。 

 生産動向は､輸送機械の生産に増加の動きがみられ、はん用・生産用・業務用機械

や電気機械で緩やかに増加しているなど、全体として増加の動きがみられる。需要動

向は､個人消費が緩やかに持ち直している。設備投資は増加している。住宅投資はお

おむね横ばいとなっており、雇用は労働需給が引き締まっている。輸出は持ち直して

いる。 

 先行きについても景気の改善基調は続くものと見られるが、米国トランプ政権にお

ける今後の政策展開や実行力、英国のＥＵ離脱やドイツなど欧州の政治・経済情勢の

不安定化、中東情勢、中国等の世界経済の動向や株式市場、為替相場の動向について

注視していく必要がある。 
 

  

２．要点総括（12 月） 

項目 
中部 全国 関東 関西 

判断
変化 基調判断 

判断
変化 

基調判断 
判断
変化 

基調判断 
判断
変化 

基調判断 

景気全般 → 改善している → 
緩やかな回復基調が続
いている → 

緩やかに改善

している 
→ 

緩やかに改善

している 

生産 → 
増加の動きがみら

れる 
→ 持ち直している → 

緩やかな持ち直し
の動きがみられる 

→ 横ばい傾向 

設備投資 → 増加している → 持ち直している → 
前年度を上回

る見込み 
→ 

緩やかに増加

している 

個人消費 → 
緩やかに持ち直して

いる 
→ 

緩やかに持ち直してい

る 
↗ 持ち直している → 

緩やかに改善し

ている 

住宅投資 → 
おおむね横ばいと

なっている 
→ 横ばいとなっている → 

３カ月連続で
前年同月 を
下回った 

→ 
おおむね横ば

い 

輸出 → 持ち直している → 持ち直している → 
前年同月を上
回った → 

前年同月を上

回った 

雇用 → 
労働需給が引き締

まっている 
→ 改善している → 改善している → 改善している 

＊判断変化：基調判断の前回月報からの変化の方向を示す 

        ↗：上方修正    →：前回と同じ    ↘：下方修正 

 

（資料）中部：中部経済産業局「最近の管内総合経済動向」（11 月 9 日） 
全国：内閣府「月例経済報告」     （10 月 25 日） 
関東：関東経済産業局「管内の経済動向」（11 月 15 日） 
関西：近畿経済産業局「近畿経済の動向」（11 月 20 日） 
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Ⅱ 主要経済指標 

 １．生産等 

① 鉱工業生産指数（平成 22 年＝100）                 １１月２０日 
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全国 東海３県

（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局）、東海３県：愛知、岐阜、三重 

 「鉱工業生産・出荷・在庫指数」（経済産業省） 
 

② 鉱工業生産指数 ≪主要業種≫ （東海３県、対前年同月比、％）   １１月２０日 
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（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局） 
 

③ 鉱工業生産在庫指数（平成 22 年＝100）               １１月２０日 
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（資料）「管内鉱工業の動向」（中部経済産業局）、中経局管内：東海３県、富山、石川 

「鉱工業生産・出荷・在庫指数」（経済産業省） 
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２．消費等 

① 大型小売店販売[百貨店＋ｽｰﾊﾟｰ]（既存店､前年同月比､％）     １１月１４日 
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（資料）「管内大型小売店販売概況」（中部経済産業局） 

 「商業動態統計調査」（経済産業省） 
 

② 乗用車新規登録台数（除く軽、前年同月比、％）          １１月９日 
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（資料）中部経済産業局資料 
 

③ 新設住宅着工戸数（前年同月比、％）               １０月３１日 
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（資料）「建築着工統計調査報告」（国土交通省） 

中部：岐阜、静岡、愛知、三重 
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３．設備投資等 

① 設備投資計画判断 (｢積み増し｣－｢縮小･繰り延べ｣ 社数構成比)     ９月７日 
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（資料）本会アンケート調査（９月） 
 

② 製造業・機械設備水準判断 (｢不足｣－｢過剰｣ 社数構成比)       ９月７日 
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（資料）本会アンケート調査（９月） 
 

③ 工作機械受注 （内需、前年同月比、％）              １１月１３日 
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  （資料）「金属工作機械受注状況」（中部経済産業局） 

「工作機械統計」（日本工作機械工業会） 
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４．輸出入 

① 通関輸出 (対前年同月比、％)                   １１月２１日 
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   （資料）「管内貿易概況速報」（名古屋税関） 

「貿易統計」（財務省） 
 

② 通関輸出 ≪相手先別≫ (中部５県、対前年同月比、％)      １１月２１日 
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（資料）「管内貿易概況速報」（名古屋税関） 
 

③ 通関輸入 (対前年同月比、％)                  １１月２１日 
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（資料）「管内貿易概況速報」（名古屋税関） 

「貿易統計」（財務省） 
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５．雇用 

① 雇用判断 (｢不足｣－｢過剰｣ 社数構成比)                ９月７日 
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（資料）本会アンケート調査（９月） 

 

② 有効求人倍率 (倍)                       １０月３１日 
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（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 

 

③ 完全失業率 (％)                        １０月３１日 
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（資料）「労働力調査」（総務省）、東海は四半期データ 



- 8 - 

６．企業倒産件数 （前年同月比、％）                  １１月９日 
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（資料）「中部地区の企業倒産動向」・「全国企業倒産状況」（東京商工リサーチ） 
 

７．物価 (全国、前年同月比、％)                                     １１月１３日 
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（資料）「消費者物価指数」（総務省統計局） 

「企業物価指数」（日本銀行） 
 

８．エネルギー需要 (前年同月比､％)                  １０月３１日 
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（資料）「電力需要実績」（中部電力）高圧・特別高圧 

2017 年 3 月まで「管内ガス統計」(中部経済産業局) 管内:愛知県･三重県・岐阜県･静岡県の一部。

2017 年 4 月より「ガス事業生産動態統計」（資源エネルギー庁）管内：愛知県・三重県・岐阜県・

静岡県の一部、石川県・富山県。（注）管内対象が異なるため、両データは連続しない。 



- 9 - 

９．為替相場の推移 （日次、終値、円／ドル）      10 月平均 112.96 円／ドル 

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

20
13 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
14 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
15 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
16 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
17 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

 

 

10．日経平均株価の推移 （日次、終値、円）        10 月平均 21,267.49 円 
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11．原油価格の推移 (ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ) 
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12．長短金利の推移（日次、％） 
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Ⅲ 国内各地域の概況 

 １．地域別業況判断ＤＩ（日銀「短観」地域別業況判断ＤＩの動き、期間：2016 年 12 月～2017 年 12 月（予測）） 
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２．鉱工業生産指数 （期間：2016 年 9 月～2017 年 9 月） 

80

90

100

110

120

130

全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州  

（資料）鉱工業指数（経済産業省、各経済産業局） 2010 年＝100 

 

 

３．有効求人倍率 （期間：2016 年 9 月～2017 年 9 月） 
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（資料）「一般職業紹介状況」（厚生労働省） 

 

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 北陸：富山､石川､福井 関東甲信越：茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野 
東海：岐阜､静岡､愛知､三重 近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 
四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 

 

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 関東：茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野､静岡 
中部：愛知､岐阜､三重､富山､石川 近畿：福井､滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 
四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 

  

【地域】東北：青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島 南関東：埼玉､千葉､東京､神奈川 北関東甲信：茨城､栃木､群馬､山梨､長野 
北陸：新潟､富山､石川､福井 東海：岐阜､静岡､愛知､三重 近畿：滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山 
中国：鳥取､島根､岡山､広島､山口 四国：徳島､香川､愛媛､高知 九州：福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄 
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Ⅳ 海外主要経済動向 

  

１．実質ＧＤＰ成長率（％） 

2014年 2015年 2015年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月

日 本 前期比年率 ▲ 0.1 1.1 ▲ 0.1 0.7 ▲ 1.0 2.1 2.0 0.9 1.6 1.0 2.6 1.4
ア メ リ カ 前期比年率 2.4 2.6 2.7 1.6 0.5 0.6 2.2 2.8 1.8 1.2 3.1 3.0
ユ ー ロ 圏 前期比年率 0.8 2.0 1.2 1.9 1.8 2.0 1.4 1.8 2.6 2.2 2.6 2.4
ド イ ツ 前期比年率 1.6 1.7 1.8 1.3 1.7 2.6 1.9 1.3 1.7 2.9 2.5 －
フ ラ ン ス 前期比年率 0.2 1.3 ▲ 0.1 1.5 1.2 2.3 ▲ 0.3 0.4 2.2 2.1 2.5 1.9
イ ギ リ ス 前期比年率 2.8 2.2 2.3 1.7 2.9 0.6 2.1 1.5 2.3 1.0 1.2 1.6
中 国 前年同期比 7.4 6.9 7.0 6.9 6.8 6.7 6.7 6.7 6.8 6.9 6.9 6.8
韓 国 前期比年率 3.3 2.8 1.7 5.1 2.8 2.0 3.7 1.9 2.1 4.3 2.4 5.8
ブ ラ ジ ル 前年同期比 0.1 ▲ 3.8 ▲ 3.0 ▲ 4.5 ▲ 5.8 ▲ 5.4 ▲ 3.6 ▲ 2.9 ▲ 2.5 ▲ 0.4 0.3 －
ロ シ ア 前年同期比 0.6 ▲ 2.8 ▲ 4.5 ▲ 2.7 ▲ 3.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 0.3 0.5 2.5 －
イ ン ド 前年同期比 7.0 7.9 7.6 8.0 7.2 9.1 7.9 7.5 7.0 6.1 5.7 －

2016年 2017年

 

 

２．鉱工業生産（前年同月比、％） 

2014年 2015年
10月 11月 12月  1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

日 本 2.1 ▲ 1.2 ▲ 1.2 4.4 3.1 3.2 4.7 3.5 5.7 6.5 5.5 4.7 5.3 2.5
ア メ リ カ 4.1 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.5 1.0 ▲ 0.1 0.3 1.9 0.8 2.2 1.9 2.0 0.9 1.5
ユ ー ロ 圏 0.8 2.1 0.7 3.4 2.7 0.4 1.3 2.1 1.2 4.1 2.9 3.6 3.8 －
ド イ ツ 1.3 0.8 1.4 2.6 0.0 0.0 1.2 1.8 2.3 4.7 2.4 4.1 4.7 －
フ ラ ン ス ▲ 1.0 1.7 ▲ 2.0 2.4 1.1 0.8 ▲ 0.9 2.5 ▲ 0.1 3.2 2.4 3.7 1.3 －
イ ギ リ ス 1.5 1.3 ▲ 1.5 2.3 7.5 4.8 4.2 1.7 ▲ 0.1 0.3 0.8 1.1 1.7 －
中 国 8.3 6.1 6.1 6.2 6.0 - 6.3 7.6 6.5 6.5 7.6 6.4 6.0 6.6
韓 国 0.0 ▲ 0.3 ▲ 1.2 5.4 4.3 1.3 6.7 3.3 1.9 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.3 2.3 8.4
ブ ラ ジ ル ▲ 3.2 ▲ 8.2 ▲ 7.2 ▲ 1.1 0.0 1.8 ▲ 0.4 2.0 ▲ 4.2 4.4 0.9 2.9 4.0 －
ロ シ ア 1.7 ▲ 2.4 3.3 2.4 2.1 3.1 ▲ 6.3 0.5 1.3 4.0 1.5 ▲ 0.3 0.0 0.8
イ ン ド 1.8 3.3 4.2 5.1 1.9 3.0 0.8 4.1 3.2 2.9 ▲ 0.2 0.9 4.3 －

2016年 2017年

 

 

３．失業率（％） 

2014年 2015年
10月 11月 12月  1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

日 本 3.6 3.4 3.0 3.1 3.1 3.0 2.8 2.8 2.8 3.1 2.8 2.8 2.8 2.8
ア メ リ カ 6.2 5.3 4.8 4.6 4.7 4.8 4.7 4.5 4.4 4.3 4.4 4.3 4.4 4.2
ユ ー ロ 圏 11.6 10.9 9.8 9.7 9.6 9.6 9.5 9.4 9.2 9.2 9.1 9.0 9.0 8.9
ド イ ツ 5.0 4.6 4.0 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 3.8 3.8 3.7 3.7 3.6 3.6
フ ラ ン ス 10.3 10.4 10.0 10.0 9.9 9.7 9.6 9.6 9.5 9.5 9.6 9.7 9.7 9.7
イ ギ リ ス 6.1 5.3 4.7 4.7 4.6 4.6 4.5 4.5 4.4 4.4 4.3 4.2 - －
韓 国 3.5 3.6 3.8 3.6 3.5 3.6 4.0 3.7 4.0 3.6 3.8 3.6 3.8 3.7
ブ ラ ジ ル 4.8 5.4 11.9 12.0 12.6 13.2 13.7 13.6 13.3 13.0 12.8 12.6 12.4 －
ロ シ ア 5.2 5.6 5.4 5.4 5.3 5.7 5.6 5.4 5.4 5.2 5.1 5.1 5.0 5.0

2016年 2017年

 
（資料）１～３．外務省国際経済課「主要経済指標」 
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Ⅴ トピックス 
 

１．最近の主な動き ＜１０月３０日～１１月２２日＞  

・千葉県浦安市で開催されていた環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）加盟 11 カ国の首席

交渉官会合は凍結項目の絞込が進められ、月内大筋合意に向けた進展を見せ閉幕

（10/30-11/1） 

・安倍晋三氏が特別国会で第 98 代首相に選ばれ、皇居での認証式を経て第４次安倍内

閣が発足（11/1） 

・米国のトランプ大統領は来年２月で任期切れとなる米連邦準備理事会（ＦＲＢ）の

イエレン議長の後任にジェローム・パウエルＦＲＢ理事を指名（11/2） 

・米国下院共和党は法人税を恒久的に 20％に引き下げるなどの減税案を盛り込んだ税

制改革案を提示（11/2） 

・米国のトランプ大統領が大統領就任後、初来日（11/5） 

・サウジアラビアで多数の王子や現役の閣僚らが汚職容疑で拘束（11/5） 

・日米首脳会談が行われ、北朝鮮への圧力を最大限まで高めることで一致。また、ト

ランプ大統領は対日貿易赤字の削減を要求し、米国の防衛装備品の購入を促した。

貿易の活性化やインフラ投資などの協力強化に向けては日米経済対話の枠組みで

の議論を確認（11/6） 

・ニューヨーク原油市場はサウジアラビアの政情不安から原油供給への影響が懸念さ

れ、一時１バレル＝57 ドル台後半と約２年４カ月ぶりの高値水準に（11/6） 

・日経平均株価は 2 万 2,937 円まで上昇し、1996 年６月につけたバブル崩壊後の高値

2 万 2,666 円を約 26 年ぶりに更新 (11/7) 

・環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）参加 11 カ国はベトナムのダナンで開催された閣僚

会合で米国を除いた新たな協定を締結することで大筋合意（11/9） 

・米国上院共和党は法人税減税を 2019 年まで先送りする税制改革案を公表（11/9） 

・米国を除く環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）参加 11 カ国は協定の発効で大筋合意し

たのを受けて、「ＴＰＰ11」の内容と閣僚声明を発表。米を含むオリジナル版から

は 20 項目を凍結するも、高水準の貿易ルールを維持（11/11） 

・ベトナムのダナンで開催されたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）はアジア太

平洋地域での自由で開かれた貿易を実現するため、「あらゆる不公正貿易慣行を含

む保護主義に対抗する」と明記した首脳宣言を採択し、閉幕（11/11） 

・2017 年７～９月の実質ＧＤＰ（1 次速報値）は前期比＋0.3％、年率で 1.4％増と７

四半期連続のプラス成長（11/15） 

・米国下院で連邦法人税率を 35％から 20％に引き下げることを柱とする税制改革法案

を賛成多数で可決(11/17) 
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・ドイツのボンで開催された第 23 回国連気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ23）

は「パリ協定」を運用するルール作りについて 2018 年の合意を目指して交渉を加

速することを盛り込んだ宣言を採択し、閉幕（11/18） 

・米国のトランプ大統領は北朝鮮を「テロ支援国家」に再指定すると発表（11/20） 

 

注：太字はⅥ特集で内容を紹介 
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２．今後の公表予定 

 

①注目経済指標、報告など（※公表予定日は発表元の都合により変更になる場合あり） 

公表予定日 指標、報告など 発表元 市場予想、注目点など 

12 月 8 日 7-9月 GDP速報（2次速報） 内閣府 成長率の動向など 

12 月 15 日 日銀短観 日本銀行 業況判断など 

12 月 18 日 貿易統計（11 月分） 財務省 輸出の動向 

12 月 20 日 

12 月 21 日 

日銀 金融政策決定会合 日本銀行 追加金融緩和の有無、政策動

向など 

12 月 26 日 有効求人倍率（11 月） 厚生労働省 人手不足の動向 

12 月 26 日 失業率（11 月） 総務省 人手不足の動向 

12 月 28 日 鉱工業生産指数 

（11 月速報値） 

経済産業省 為替変動による影響など 

12 月下旬 月例経済報告 内閣府 基調判断の動向など 

 

②中部圏に関係する報告など 

公表予定日 報告など 発表元 

12 月上旬 法人企業景気予測調査 東海財務局 

12 月中旬 最近の管内の経済動向 中部経済産業局 

 

③海外経済指標、報告など 

公表予定日 報告など 発表元 

12 月 12 日 米国連邦公開市場委員会

（FOMC） 

FRB（米連邦準備制度理事会） 

1 月 5 日 米国雇用統計 米国労働省 

1 月下旬 米国 GDP 

（10-12 月分速報値） 

米国商務省 
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Ⅵ 特集 

１．2017 年 7～9 月期ＧＤＰについて（1 次速報値、11/15 発表） 

 

○2017 年 7-9 月期の実質ＧＤＰ（１次速報）は前期比＋0.3％、年率換算で＋1.4％と、

７四半期連続のプラス成長となった。 

○民間エコノミストの予測平均値（11 月のＥＳＰフォーキャスト：注）の前期比年率

＋1.5％を下回る結果となった。         

注：ＥＳＰフォーキャスト：民間エコノミスト 41 名の予測平均値、回答期間 10/26～11/1   

○項目別にみると、輸出は米国向け自動車やアジアを中心とした電子部品などが好調

であることなどから前期比＋1.5％の増加となった。また、設備投資については、企

業収益の改善などを背景に企業の設備投資需要が高まり、同＋0.2％増となった。 

一方で、個人消費は長雨や台風といった天候不順の影響から旅行や飲食サービスな

どが低迷し、同▲0.5％と７四半期ぶりにマイナスとなった。 

○ＧＤＰ成長率への寄与度を見ると、国内需要（内需）が▲0.2％、外需（輸出―輸

入）が＋0.5％。 

○雇用者報酬は実質で前年同期比＋1.6％、名目は同＋2.1％と伸び率は前期とほぼ横

ばいとなっている。 

 

（図表 1）2017 年 7-9 月期の実質 GDP（前期比、％） 

 実質

GDP 

民間消費 民間住宅 民間設備 公共投資 輸出 輸入 

今回 0.3 ▲0.5 ▲0.9 0.2 ▲2.5 1.5 ▲1.6 

【参考】 

4－6月期 

0.6 0.7   1.1 0.5 5.8 ▲0.2  1.4 
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（図表 2）実質 GDP の推移（前期比、％） 

期 2016/4-6 7-9 月 10-12 月 2017/1-3 4-6 月 7-9 月 

実質 GDP 0.5 0.2 0.4 0.3 0.6 0.3 

 

 

（図表３）雇用者報酬（前年同期比、％） 

2.1

1.6
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（備考）実質雇用者報酬は名目雇用者報酬を家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃及び 

FISIM）デフレーターで除して算出した参考値。 
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２．主要機関の 2017 年度・2018 年度経済見通し 

 

2017 年７～９月期のＧＤＰ統計 1 次速報値の公表を受け、主要機関が 2017・2018

年度の経済見通しを公表した。実質ＧＤＰ成長率見通しについて、各機関の平均で

見ると、2017 年度が＋1.5％、2018 年度が＋1.2％となった（注）。 

 

 【ポイント】 

 ・我が国経済は実質ＧＤＰ成長率が７四半期連続で増加し、景気は着実に改善して

いる。内需は個人消費が天候不順の影響などから、一時的な落ち込みはあったも

のの、総じて底堅く推移している。 

  

 ・2017 年度後半は、海外経済の回復から輸出の増加基調が続くとともに、企業業績

の改善を背景とした設備投資需要の高まりなどから、内需と外需のバランスが取

れたかたちで景気は緩やかな回復が続くものと考えられる。 

 

・その結果、主要機関が予測する 2017 年度の実質ＧＤＰ成長率の平均は＋1.5％、

2018 年度の実質ＧＤＰ成長率の平均は＋1.2％となった。 

 

 ・景気の懸念材料は、次のとおり。 

①北朝鮮などの地政学リスク 

②米国の利上げに伴う新興国を中心とした金融市場の混乱 

③中国や欧州等の海外経済の動向 

 

（注）以下の 15 機関の経済見通しを元に本会が集計（順不同） 

 ・ＳＭＢＣ日興証券（株）、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株）、（株）東レ経営

研究所、（株）農林中金総合研究所、（株）三菱総合研究所、（株）ニッセイ基礎研究所、

（株）浜銀総合研究所、（公社）日本経済研究センター、（株）第一生命経済研究所、信金

中央金庫 地域・中小企業研究所、富国生命保険（相）、（株）富士通総研、明治安田生命

保険（相）、（株）日本総合研究所、みずほ総合研究所（株） 

  

（ご参考）ＧＤＰ成長率の推移（前年度比、％） 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

実質 3.2 0.5 0.9 2.6 ▲0.5 1.3 1.3 

名目 1.4 ▲1.1 0.2 2.6 2.0 2.7 1.1 
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主要機関の経済見通し（2017 年 11 月時点 主要 15 機関） 

【2017年度見通し】 平均 最高 最低

実質ＧＤＰ成長率　　（％） 1.5 1.6 1.4

　民間最終消費支出　（％） 1.1 1.4 0.9

　民間住宅投資　　　　（％） 1.2 2.6 ▲ 1.6

　民間設備投資　　　　（％） 2.5 3.0 2.1

　政府最終消費支出　（％） 0.8 0.9 0.7

　公的固定資本形成　（％） 2.6 4.9 1.3

　財貨･ｻｰﾋﾞｽの輸出　（％） 4.8 5.6 3.8

　財貨･ｻｰﾋﾞｽの輸入　（％） 2.5 4.1 2.0

名目ＧＤＰ成長率　　（％） 1.6 1.8 1.2

鉱工業生産　　　　　（％） 4.4 5.1 3.9

国内企業物価　　　　（％） 2.6 2.8 2.4

消費者物価(生鮮除く)　（％） 0.6 0.7 0.5

消費者物価(消費税要因除く)　（％） 0.6 0.7 0.5

完全失業率　　　　　（％） 2.8 2.8 2.7

為替レート　　　　　（円/＄） 112.3 113.0 112.0

原油価格（通関ＣＩＦ）　（＄） 54.6 56.0 52.6

米国実質ＧＤＰ成長率（％） 2.2 2.4 2.2

【2018年度見通し】 平均 最高 最低

実質ＧＤＰ成長率　　（％） 1.2 1.4 0.9

　民間最終消費支出　（％） 0.9 1.4 0.5

　民間住宅投資　　　　（％） ▲ 0.4 1.7 ▲ 4.1

　民間設備投資　　　　（％） 2.7 4.3 1.1

　政府最終消費支出　（％） 0.8 1.1 0.6

　公的固定資本形成　（％） ▲ 1.0 2.7 ▲ 2.9

　財貨･ｻｰﾋﾞｽの輸出　（％） 3.0 4.8 1.4

　財貨･ｻｰﾋﾞｽの輸入　（％） 2.5 5.8 0.9

名目ＧＤＰ成長率　　（％） 1.7 2.2 1.1

鉱工業生産　　　　　（％） 2.3 4.9 0.7

国内企業物価　　　　（％） 1.7 2.5 0.9

消費者物価(生鮮除く)　（％） 0.9 1.2 0.5

消費者物価(消費税要因除く)　（％） 0.9 1.0 0.7

完全失業率　　　　　（％） 2.7 2.8 2.5

為替レート　　　　　（円/＄） 115.3 118.0 112.3

原油価格（通関ＣＩＦ）　（＄） 59.0 61.0 55.0

米国実質ＧＤＰ成長率（％） 2.5 2.7 2.2  

以 上 


